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第
４
回
船
橋
市
議
会
定
例
会

第
４
回
船
橋
市
議
会
定
例
会
（
12
月
議
会
）が

　
　
始
ま
り
ま
し
た

　

11
月
16
日
（
月
）
か
ら
12
月
18
日
（
金
）

ま
で
の
日
程
で
第
4
回
定
例
市
議
会
が
開
会

し
ま
し
た
。

　

市
長
か
ら
は
33
の
議
案
が
提
案
さ
れ
て
い

ま
す
。
日
本
共
産
党
は
、
4
つ
の
問
題
で
政

府
へ
の
意
見
書
提
出
を
提
案
し
ま
し
た
。

（
2
面
記
載
）
各
議
員
の
一
般
質
問
で
は
、

市
民
の
皆
さ
ん
か
ら
寄
せ
ら
れ
た
要
望
に
つ

い
て
と
り
あ
げ
ま
す
。
（
下
表
参
照
）

○
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
関
連

　
　

市
の
事
業
で
あ
る
子
ど
も
医
療
費
助
成

や
市
営
住
宅
・
福
祉
制
度
の
利
用
に
個

人
番
号
を
使
用
す
る
こ
と
及
び
、
個
人

番
号
を
利
用
し
て
庁
内
の
個
人
情
報
を

連
携
さ
せ
る
た
め
の
条
例
制
定
、
番
号

カ
ー
ド
を
使
用
し
証
明
書
の
コ
ン
ビ
ニ

交
付
を
行
な
う
た
め
の
条
例
改
正

○
介
護
の
新
総
合
事
業
関
連

　
　

介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援
総
合
事
業

を
来
年
3
月
1
日
に
前
倒
し
で
開
始
す

11月16日(月)

25日(水)

27日(金)

30日(月)

12月１日（火）

２日(水)

３日(木)

７日(月)

８日(火)

９日(水)

10日(木)

11日(金)

15日(火)

18日(金)

総務常任委員会

健康福祉委員会

市民環境経済委員会

建設委員会

文教委員会

予算特別委員会

本会議　　最終日

議案質疑 渡辺ゆう子 議員

坂井洋介　 議員

金沢和子　 議員

松崎佐智　 議員

岩井友子　 議員

関根和子　 議員

佐藤重雄　 議員

岩井 議員

佐藤 議員・松崎 議員

関根 議員・渡辺 議員

中沢学 議員

金沢 議員・坂井 議員

渡辺 議員・中沢 議員

報告質疑  中沢 議員
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③

⑥

⑤

⑧

①

⑦

る
た
め
の
条
例
改
正
と
基
準
緩
和
の
訪

問
サ
ー
ビ
ス
の
従
事
者
研
修
費
用
や
新

事
業
の
ケ
ア
マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト
委
託
費

予
算

○
3
・
11
の
被
害
で
廃
止
さ
れ
た
三
番
瀬
海

浜
公
園
プ
ー
ル
跡
地
を
環
境
学
習
施
設

等
を
含
む
公
園
に
整
備
す
る
工
事
契
約

＝
22
億
円

○
東
消
防
署
古
和
釜
分
署
・
消
防
訓
練
場
整

備
用
地
の
取
得
＝
1
億
3
千
万
円

○
学
校
体
育
館
の
屋
根
等
の
落
下
防
止
対
策

市
長
提
案
議
案
の
主
な
も
の

裏
面
へ
続
く
←

10　

  

時　

  

開　

  

会

一　

般　

質　

問

本会議　　開　会

TPPについて

特別支援教育に
ついて
過大規模校解消
について

図書館について

駅前広場等の
整備について

地域包括ケアシ
ステムについて
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第
4
回
船
橋
市
議
会
定
例
会
に
は
日

本
共
産
党
か
ら
4
つ
の
発
議
案
（
意
見

書
）
を
提
出
し
ま
し
た
。
発
議
案
の
主

な
内
容
は
次
の
通
り
。

　　

消
費
税
の
中
止
を
求
め
る
意
見
書

　

政
府
は
2
0
1
7
年
に
消
費
税
率
を

8
％
か
ら
10
％
へ
と
引
き
上
げ
を
決
定

し
て
い
る
が
、
消
費
税
は
低
所
得
者
ほ

ど
負
担
率
が
重
く
な
る
逆
進
性
を
持

つ
。
2
0
1
4
年
に
消
費
税
を
8
％
に

引
き
上
げ
て
以
降
、
日
本
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
は

マ
イ
ナ
ス
と
な
っ
て
い
る
。
さ
ら
に
、

「
社
会
保
障
の
た
め
」
と
い
う
言
い
訳

は
ご
ま
か
し
で
あ
る
。
消
費
税
導
入
以

来
26
年
間
の
税
収
は
約
2
8
2
兆
円
に

な
る
が
、
並
行
し
て
法
人
税
の
減
税
が

2
5
4
兆
円
も
行
な
わ
れ
て
い
る
。
大

企
業
、
富
裕
層
に
応
分
の
負
担
を
求

め
、
消
費
税
増
税
は
中
止
す
べ
き
。

  

Ｔ
Ｐ
Ｐ
協
定
書
作
成
作
業
か
ら
の

  

撤
退
と
調
印
中
止
を
求
め
る
意
見
書

　

Ｔ
Ｐ
Ｐ
は
「
大
筋
合
意
」
と
発
表
さ

れ
た
。
し
か
し
、
コ
メ
で
は
ミ
ニ
マ
ム

ア
ク
セ
ス
（
最
低
輸
入
機
会
）
77
万
ト

ン
と
は
別
枠
で
7
万
8
千
ト
ン
を
ア
メ

リ
カ
や
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
か
ら
無
関
税

で
輸
入
す
る
等
、
合
意
内
容
は
農
水
産

物
の
重
要
5
項
目
（
米
、
麦
、
牛
肉
・
豚

肉
、
乳
製
品
、
砂
糖
）
を
交
渉
か
ら
除

外
す
る
と
し
た
2
0
1
3
年
の
国
会
決

議
に
も
反
し
て
い
る
。
ま
た
、 

Ｔ
Ｐ

Ｐ
は
日
本
国
民
の
利
益
を
ア
メ
リ
カ
や

多
国
籍
企
業
に
売
り
渡
す
も
の
で
あ

り
、
決
し
て
容
認
で
き
な
い
。 

Ｔ
Ｐ
Ｐ

か
ら
撤
退
し
、
調
印
を
中
止
す
べ
き
。

　　

社
会
保
障
制
度
の
改
悪
を

　
　
　

や
め
る
よ
う
求
め
る
意
見
書

　

財
務
省
は
10
月
9
日
に
平
成
32
年
ま

で
に
実
施
す
べ
き
社
会
保
障
制
度
「
改

革
」
案
を
財
政
制
度
審
議
会
に
示
し

た
。
こ
の
内
容
は
医
療
、
介
護
、
年

金
、
生
活
保
護
な
ど
の
64
項
目
に
及

び
、
利
用
者
の
負
担
増
や
給
付
削
減

等
、
社
会
保
障
制
度
を
根
底
か
ら
打
ち

壊
す
大
改
悪
を
行
な
お
う
と
す
る
も
の

で
あ
る
。
憲
法
25
条
に
反
し
、
国
民
生

活
を
破
壊
す
る
改
悪
は
や
め
る
べ
き
。

オ
ス
プ
レ
イ
の
国
内
配
備
と
木
更
津

基
地
の
定
期
整
備
拠
点
化
を
中
止

す
る
こ
と
を
求
め
る
意
見
書

　

防
衛
省
は
10
月
30
日
「
沖
縄
の
米
海

兵
隊
の
Ｍ
Ｖ
22
オ
ス
プ
レ
イ
の
定
期
整

備
拠
点
と
し
て
陸
上
自
衛
隊
木
更
津
駐

屯
地
を
選
定
し
た
」
と
発
表
。
木
更
津

基
地
の
オ
ス
プ
レ
イ
整
備
拠
点
化
に
よ

り
、
オ
ス
プ
レ
イ
が
習
志
野
基
地
や
本

市
上
空
に
飛
来
す
る
こ
と
も
心
配
さ

れ
、
住
民
を
墜
落
事
故
の
恐
怖
と
耐
え

が
た
い
騒
音
被
害
に
さ
ら
す
こ
と
に
な

る
。
オ
ス
プ
レ
イ
の
日
本
国
内
へ
の
新

た
な
配
備
や
訓
練
、
整
備
拠
点
の
設
置

中
止
を
求
め
る
。

議
案
の
質
疑
で
は

　

工
事
や
耐
震
が
必
要
な
緑
台
保
育
園

を
建
て
替
え
る
た
め
の
用
地
取
得
の

予
算
等
。

○
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
朋
松
苑
、

北
・
西
・
南
・
三
山
老
人
デ
イ
サ
ー

ビ
ス
セ
ン
タ
ー
の
高
齢
者
施
設
、
北

総
育
成
園
等
の
障
害
者
施
設
、
ア
ン

デ
ル
セ
ン
公
園
、
総
合
体
育
館
、
本

町
駐
車
場
等
計
14
の
市
施
設
の
管
理

運
営
を
委
託
す
る
指
定
管
理
者
を
指

定
す
る
。

　

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
利
用
で
、
市
が
扱
う

膨
大
な
個
人
情
報
や
市
民
の
権
利
は
守

ら
れ
る
の
で
し
ょ
う
か
。
要
支
援
者
の

介
護
保
険
は
ず
し
が
ね
ら
い
の
新
総
合

事
業
や
施
設
の
指
定
管
理
で
市
民
サ
ー

ビ
ス
を
低
下
さ
せ
る
こ
と
は
許
さ
れ
ま

せ
ん
。

　

ま
た
、
こ
れ
ら
の
事
業
で
働
く
人
た

ち
の
労
働
条
件
の
改
善
が
、
サ
ー
ビ
ス

の
充
実
に
も
欠
か
せ
な
い
課
題
で
す
。

議
案
質
疑
で
は
こ
れ
ら
の
問
題
を
取
り

上
げ
ま
す
。

←
表
面
の
続
き

日
本
共
産
党
か
ら

４
つ
の
発
議
案
を
提
出
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